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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、経済統合が、貧困、貿易赤字、財政赤字に悩む途上国に及ぼす影響を理論
的、実証的に解明することである。理論分析では、経済統合による関税削減が経済厚生に及ぼす影響について、市場が
完全競争的な場合と不完全競争的な場合との比較を行い、後者の場合政府の果たすべき役割が重要となることを確認し
た。実証分析では、アジアの最貧国としてネパールを取り上げ、CGEモデルを構築し、農地改革が所得分配及び貧困問
題を改善することを明らかにした。関税削減と所得再分配政策(農地改革)をミックスさせることが重要であることを確
認した。関税削減を行う場合、最適なポリシー・ミックスがどのようなものかは今後の課題である。

研究成果の概要（英文）：A purpose of this study is to evaluate the effects of tariff reduction through 
economic integration on less developed countries which have poverty, trade deficit and government budget 
deficit.
No government intervention is the best in terms of economic welfare, but when the market is not perfect 
competitive, the government policy becomes important. Even when the market is perfect, tariff cut may 
deteriorate the economic welfare when the government keeps its budget constant before the tariff cut 
level. Analyzing the poverty issue, we estimated Nepalese social accounting matrix with detailed 
household categories(regional and income level), built the CGE model and clarified that land reform, one 
of the big political issues in Nepal will improve income distribution and poverty. We confirmed that 
policy mix such as land redistribution　(income redistribution) is essential with tariff elimination. To 
analyze the best policy mix with tariff elimination is one of our future study topics.

研究分野：経済政策
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１．研究開始当初の背景 
ドーハラウンド以降、WTO 体制の下での
貿易自由化が頓挫しており、代わりに地域貿
易協定が自由貿易を推進する手段となって
いる。自由貿易協定は先進諸国間だけでなく、
先進国と経済発展段階の異なる途上国との
間の自由貿易協定も多い。全経済に占める一
次産品の生産ウエイトが先進工業国に比べ
相対的にウエイトが高いという産業構造に
加え、貧困問題、財政赤字、貿易赤字に悩む
発展途上国の場合には、地域貿易協定による
貿易自由化がいかなるインパクトをもたら
すかを解明することが非常に重要だと認識
したのが本研究を開始するに当たっての背
景であった。 

 
２．研究の目的 
自由貿易協定などの経済統合が、貧困、貿
易赤字、財政赤字に悩む途上国に及ぼす影響
を理論的、実証的に解明することが本研究の
目的である。理論分析では、関税削減が経済
厚生に及ぼす影響を評価すること、実証分析
ではミクロの家計調査データを用いて家計
の貧困状況や所得分配の実態を分析した後、
家計部門を所得階層別に細分化した CGE モ
デルを構築することで、経済統合が貧困、所
得分配へ及ぼす影響を評価することである。 
 
３．研究の方法 
(1)n 財一般均衡モデルを用いて、関税削減と
経済厚生の関係を考察する。具体的には、初
期条件として各々の輸入財に関税を賦課し
ておき、関税率の変化が厚生水準に及ぼす影
響を比較静学により明らかにする。現状の関
税構造を反映するために、関税率の水準は財
毎に異なるものと想定し、関税削減の方法が
経済厚生に及ぼす影響、厚生水準を引き下げ
ない関税削減方法について考察する。 
 
(2)アジアの最貧国としてネパールを例に挙
げ、地域経済統合(関税削減)が貧困削減、所
得分配に及ぼす影響を実証的に確認する。家
計調査の個票をベースに、貧困の実態や所得
分配について、計量経済学的手法に基づき分
析する。その後、家計部門を地域・所得階層
ごとにいくつかのカテゴリーに分割し、社会
会計表を推計し、応用一般均衡モデルを構築
する。 
なお、ネパールでは、農地改革が懸案とな
っているが遅々として進んでいない。この政
策の目的のひとつは所得分配の是正にある
が、農地の整備や潅漑設備の拡充なども含ま
れており農業生産性の向上や貧困緩和にも
影響を及ぼすため、この政策を考慮して貿易
自由化の影響を考慮する。 
 
(3)(2)で構築するモデルは一国モデルであ
るため、他国経済とのリンケージは貿易と資
本移動に限られる。そこで、グラビティーモ
デルを推計し、貿易部門のパフォーマンスを

確認する。グラビティーモデルの対象は国連
の comtrade で得られる国々、対象品目はネ
パールの主要産業である農産物を中心とす
る。 
 
４．研究成果 
 
(1)経済統合による関税削減が経済厚生に及
ぼす影響の理論的なサーベイを行った。市場
が完全競争的な場合には、諸関税間の「歪み」
を是正するような方法により関税を削減す
ることで経済厚生を引き下げずにすむこと
を確認した。但し、多数の財が存在するとい
う条件のもとで経済全体の「歪み」指数をう
まく定義することができなかった点が課題
として残った。また、市場が完全競争的な場
合と不完全競争的な場合との比較研究を行
い、市場が不完全競争的な場合、政府介入が
厚生水準の向上にとって非常に重要である
という知見を得た。これは、完全競争的な市
場の場合と対照的な結論である。成果の一部
は、日本農業経済学会のシンポジウムで報告
した。 
 
(2)アジアの最貧国としてネパールを対象に
家計調査の個票を用いて消費関数と所得関
数の推計を行い、途上国の貧困及び所得分配
の不平等度を高めている要因として土地所
有の偏りが重要であることを明らかにした。
また、貧困緩和、所得分配の平等化に対して、
農地改革が重要であることをシミュレーシ
ョン分析によって明らかにした。貿易理論的
には、関税削減の結果生ずる所得の不平等化
は所得移転により補正するとすべての経済
主体が貿易の利益を享受できるという「命
題」の一部を言い換えたもののように思われ
るが、貿易自由化によって発生する所得の不
平等化を直接是正することが農地改革の目
的ではない点には注意を要する。実際には、
農地改革の場合には大土地所有のうち所有
制限を超えている家計の数は多くはないが、
経済厚生が悪化する。 
 
(3)ネパール経済でその大きなウエイトを占
める農業の生産非効率性を計測するととも
に、非効率性の改善が貧困緩和と所得分配に
及ぼす影響について分析し、農業基盤整備や
農地再分配などの政策が、非効率性を改善す
るためには重要なこと、これらが貧困緩和に
とって有効となる「可能性」が高いことを明
らかにした。かつて、我が国がガットウルグ
アイラウンド農業合意を受け入れたとき、そ
の関連対策費として約6兆円の予算措置がと
られたが、必ずしも有効に使われたわけでは
ないことを考慮すると、効率性を向上させる
ためには政策実施にあたっては注意を要す
る。 
 
(4)CGE モデルのデータベースとなるネパー
ルの社会会計表の推計を行った。特に、貧困



及び所得分配に焦点を当てた分析を行う必
要性から、家計調査の個票を組み替え集計し、
社会会計表の家計部門を、地域別・所得階層
別の 24 家計部門に細分割した。 
 
(5)(4)で推計したデータベースに基づき、生
産部門を 7部門、生産要素を 3部門、家計部
門を 24 部門とするネパールの CGE モデルを
構築し、第一段階のシミュレーションとして、
農地改革が分配政策及び貧困問題を改善す
ることを明らかにした。第二段階では、関税
削減シミュレーションを行う予定であった
が関税データに不備があることが認められ
たので、現段階では結論が得られていない。
暫定的ではあるが、関税削減と同時に所得再
分配政策(農地改革)をミックスさせること
が重要であるという知見を得た。関税削減を
行う際に、最適なポリシーミックスがどのよ
うなものかは今後の課題としたい。 
 
(6)その他、農産物の国際貿易のグラビティ
ーモデルを推計し、CGE モデルの貿易部門の
パラメーターの妥当性を検討した。 
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